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事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 ○

大阪市中央区今橋 3-5-12

特定事業者の

主たる業種

生命保 険業

該 当す る事茉

者要件
V 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換

算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模連送事業者 (トラック
又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に決算して3.000トン以上))

「

「

計 画 期 間 平成  18 年 4 月 平成 20 年 3 月

基 本 方 針 ビル設偏の運用時間見直 しによる取組を基本 とし、設備改修計画に基づく排出ガス削減ならびに入居テナ
ン トに向けた省エネ取組への協力依頼を実施 していく

推 進 体 行」・本社不動産郡にて計口的な試偏貝新を推進するとともに、ビル管理会社の協力を得ながら入店テナン ト
ヘの定期的な省エネ取組要請を行 う体制を構築する。

年度ことの具
体的な取組及
び措置

年 度 設備 、対象、工程等 内

18-1 9 全事業所 殴備運転時間の運用見直しおよび不要照明の消灯統底ならびに空調温度の道正管理による排出室削減

18-1 9 投資ビル テナン トヘの排出ガス削減協力要荷 (文書配布等)

18-1 9 投資ビル ヤサカビルおよび三哲ピルの段備改接による排出ガス肖!滋 〈ピル単体で基準年度値より】13%の 百J
湖

温室効果ガス

の排出量等 排出区分
基 準年 度 (実績 )

(17)年 度
(二醐 ヒ炭素換姿 〈t))

日棟年度 (計口)

(19)年 度
〈二酸化炭茉換算 (t))

自」滅平

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 7,998 t 7,977 t -0 3 3/6

Cそ の

出区分 t t %

三分 t %

JF出合計 ■1                 7,998 t =2             7,977 t -03 e/.

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二軸 ヒ炭素張算 (t

こう び整備 (整備面積) (吸収室) t

内産の本材 の利用 (利用a) m。 (HJ滋畳) t

目然エネルキーを利用 した電

力又は熱の供給

(発電量) 臨″h (削減量) t

_!饗 坐 _1  _        G」 (削減量) t

グ リー ン電力の 入 篠類 )  | ~ ~ ~ ~ =二 K Y h 〈削減置) t

削減量等合計 t

差 引排 出 畳

(排出合計―Hl綾等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
Ⅲ1                 7 998 t て,,‐Cめ         7977 1  1 0ヽ3 %

特記事項

1 投 資ビル (11ビ ル)に ついては、テナント入退居および負荷設備の変更等により排出量が変動するため、本計
画書の作成においては、目標年度まで変動が無い事を前提に作成している。

2 投 資ビルの設備運用見直しについては、17年 度運用実態を解析 し、 18年 度中に運用案を検討作成の上、 19
年度からの実施を目指す。
3 そ の他の環境対策
「ニッセイの森Jづ くりをは じめとした国内の緑化活動を展開。 (京都府下 :ニ ッセイ緩部の森 ―綾都市釜輪町

山国有林、ニッセイ井手の森―縁喜郡井手町 井 手山吹山固有林)
奥

運 絡 先 担 当 部 暑

担 当 者 民 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

注 1核 当する口には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主歩カロされる事発者の方は、レ印の配入は不要です。

2 +基 4E年度Jと は計画期向の前年度を、 「目標年度Jと は:1画期間の最終年度をいいまえ

e r事 業所等〕F出区分Jと は、京都市内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する損室効果ガスを、 「輸送車両排出区分J
とは、自動車運送事業者については使用の本拠の位置を京都市内とする車両の排出する温室効果メスを、鉄道事業者については保有する貨物草
両又は旅各享両の俳出するこ室効果ガスを 「そのに排出区分Jと は、上記以外の京都府内における専業所等の事業活動に伴い発生する温室効
果メスをいいまれ

4「 々配事項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を 基禅とした排出量の対比やエネルギー原単位COお 卜出ま、省エネ製品開発などfL者の混室
効果メス排出HJ減への貫撤、グリーン調達の採用、特定フコンなどの条例指定外の温室効果メスの苫J滅などを紀入してください。


